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概要 

日本の所得税において控除制度のあり方は重要な政策課題の一つである。控除が所得

税の累進的な負担構造にどのような影響を与えているのかを捉えるにあたっては、控除に

よる負担軽減効果の構造や所得再分配への影響についてデータに基づく実態把握が有

益である。本稿では国税庁が保有する所得税確定申告書の税務データ（2014～2020 年）を

用いて、控除の負担軽減効果および再分配効果を定量的に評価する。所得税において、控除

の負担軽減効果（軽減額の対所得比）は所得控除や所得計算上の控除（給与所得控除や公的

年金等控除）の寄与が大きく、また、所得階層別で見ると負担軽減効果は高所得層ほど大き

い。こうした背景には収入に応じて適用控除額が大きくなる仕組みが強く影響し、特に給与

所得控除の収入逓増部分や社会保険料控除によるところが大きい。また、控除は再分配効果

の低下に作用しており、その背景にも収入逓増的な控除が寄与していることが示された。 

 

JEL 区分：D31, H24 
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１．はじめに 

 日本では近年、社会保障制度の維持には家計の税負担の見直しが必須であると考えられ

る中、基幹税である所得税の再検討も求められている。例えば、手厚い所得控除により課税

ベースが大きく侵食されている点が指摘されるなど、控除制度のあり方も重要な政策課題

の一つとなっている。 

こうした論点は海外では租税支出（Tax expenditure）の研究に含まれる。租税支出とは、

「所得控除（Deductions）、課税除外（Exclusions）、税額控除（Credits）、軽減税率（Favorable 

Rates）などの租税特別措置であり、特定の活動や産業、納税者層に減税の恩恵を与えるも

の」（Burman et al.2017, p.109）とされ、そこでは租税支出による負担軽減の大きさについて

考察されてきた（Burman et al. 2008; Poterba 2011; Altshuler and Dietz 2011; Albarea et al. 2015; 

Avram 2018; Burman et al. 2017）。これに対して、日本では所得税・住民税が主に所得控除を

多用する仕組みとなっていることもあり、学術面でも所得控除に関する考察が多い。かねて

より控除による課税ベースの侵食が大きい点が指摘されており（石 1979）、近年は家計マイ

クロデータも利用しながら、所得控除の大きさを計測することを通して課税ベースの浸食

度合いを考察する取り組みが進んできた（森信・前川  2001; 上村  2008; Morinobu and 

Nakamoto 2013; Matsuda et al. 2014; Yashio and Hachisuka 2014; Ohno et al. 2024）。一連の研究

の中で、日本は諸外国と比較しても手厚い所得控除によって課税ベースが狭いことや（田

近・八塩 2010; Nakamoto 2014）、所得控除の大きさは収入・世帯属性などの要素によって納

税者ごとに異なり、低所得層や高齢層ほど課税ベースの割合が相対的に小さいことが確認

されている（田近・八塩 2006a, 2006b, 2008, 2010; 金田 2014）。また、税を通じた所得格差

是正の効果、すなわち税の再分配効果に関する研究の中で控除の寄与を評価する研究もあ

る（望月ほか 2010; Miyazaki and Kitamura 2016; 金田 2018; Miyazaki et al. 2019)1。さらに海外

の研究と同様、控除が税負担軽減に与える影響についても考察されてきた。一連の研究から

控除による負担軽減効果（税負担率の低下分）は高所得層ほど大きい（Ohno et al. 2021; 大

野ほか 2023）。個別の控除の効果について見てみると、給与所得控除や公的年金等控除、配

偶者（特別）控除による負担軽減が高所得層ほど大きい（田近・古谷 2003, 2005; 田近・八

塩 2006a, 2006b; 金田 2014）。また、控除に伴う負担軽減が再分配効果に与える影響につい

て考察した取り組みもある。現在、給与所得控除は収入に応じて適用控除額が増加する仕組

みとなっており、社会保険料控除も一部を除き収入に応じて社会保険料が増加することか

ら適用控除額が増加する形となっているが、こうした特徴が高所得層ほど控除による負担

軽減効果を高めているとともに、再分配効果を低下させている面があることも確認されて

いる（Ohno et al. 2025）。 

                                                      
1 日本の控除制度における制度変更が税負担や再分配効果に与える影響の研究には、阿部(2003, 2008)、白

石(2010)、高山・白石(2010, 2016, 2017)、土居(2010, 2016, 2017, 2021, 2023)、土居・朴(2011)、川出(2016)
が挙げられる。控除が就労に与える影響の研究には、Bessho and Hayashi(2014)、足立・金田(2016)、金

田・栗田(2017)、Bessho(2018)、Ogasa(2019)、林(2020)が挙げられる。控除に関する税制変更が家計の消費

や所得に与える影響の研究には、栗田(2017, 2019)が挙げられる。 
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控除の負担軽減効果は税の負担構造とも関連する。所得税において累進的な負担構造を

もたらす制度的要因としては税率構造とともに、所得控除も挙げられる（増井 2014, p.76）。

仮に税率が一定であったとしても、定額の所得控除を利用するとき、所得が高まるほど平均

税率は上昇し、税の負担構造は累進的となる。他方、先行研究では控除の負担軽減効果が高

所得層ほど大きいことが示されてきた。実際の制度的特徴を踏まえるとき、こうした結果を

もたらす理由は２点挙げられる。１つ目は超過累進税率の採用である。超過累進税率を採用

する場合、たとえ適用される所得控除が同額であったとしても、高所得層は低所得層よりも

控除による税負担の軽減額が大きくなる。２つ目は収入が高まるにつれて適用控除額が増

加するもの、すなわち収入逓増的な控除の採用である。日本の所得税において、収入逓増的

な控除の例としては給与所得控除、公的年金等控除、社会保険料控除が挙げられる。そのた

め、所得控除が税の負担構造を累進的なものにしているかは一概には言えない。実際の所得

税制では様々な控除があり、個々の控除の仕組みも多様である。それゆえ、現行の所得税制

において控除が累進的な負担構造にどのような影響を与えているのかを捉えるにあたって

は、控除による負担軽減やそれに伴う再分配効果への影響についてデータに基づいた実態

把握を行い、「どのような階層が負担軽減の恩恵を大きく受けているのか」（負担軽減効果の

構造）や「控除に伴う負担軽減が再分配効果をどのように変化させるのか」（再分配効果へ

の影響）について考察する必要がある。 

 そこで、本稿では国税庁が保有する行政記録情報を利用し、所得税における控除の負担軽

減効果およびその再分配効果への影響について定量的に評価する。使用データについて、具

体的には「所得税及び復興特別所得税の確定申告書」第一表（A および B）及び第三表に記

載されている項目に関する個票データ（2014～2020 年）を利用する（以下、「税務データ」

と呼ぶ）。なお、税務データの利用に際し、納税者氏名等はプライバシー保護の観点から秘

匿されている。上述のとおり、こうした研究はすでに蓄積が進んでいるが、これまでは主に

調査統計（総務省統計局「全国家計構造調査」など）の個票データにマイクロシミュレーシ

ョンを適用して考察するものが多い。マイクロシミュレーションとは世帯の家族構成や所

得に関する情報に現実の税制を当てはめて税額を推計するもので、所得税額の推計に際し

てはこの取り組みの中で合わせて適用控除額も推計される。こうした分析手法は控除に関

するマイクロデータ分析を可能とする一方、考察可能な控除項目は限定的とならざるを得

ない。先行研究では主に基礎控除、配偶者（特別）控除、扶養控除、社会保険料控除、給与

所得控除、公的年金等控除などが扱われ、適用控除額の点で納税者が利用する控除の大部分

をカバーするものの、他の控除は考察の対象から外されてきた。これに対して、本研究では

税務データを利用することにより、先行研究と比較して２つの点から優位性がある。第１に、

税務データはサンプル調査ではなく、各年で 2,000 万人を超える膨大な納税者をカバーして

おり、超高額所得者も含まれている。第２に、所得税制における全ての控除項目を扱うこと

が可能である。また、各控除項目の適用控除額は推計値ではなく、実績値を利用可能である。

本研究ではこうした税務データの利点を活かしながら、先行研究の手法を適用する。控除に
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よる負担軽減効果を捉えるにあたっては Burman et al.(2017)の手法を採用し、控除を適用す

るかどうかによって税額がどの程度変化するかを計測する。また、再分配効果への影響を捉

えるにあたっても Avram (2018)と同様に、控除の適用有無により各個人の税額の変化を通じ

て、税による所得格差是正の度合いがどの程度変化するかを計測する。 

 本稿の構成は以下のとおりである。2 節では日本の所得税制の特徴、および税制改正の内

容を整理する。3 節では使用するデータについて説明する。4 節では所得、控除、税負担の

実態を所得階層別に考察する。5 節では控除の負担軽減効果とそれが再分配効果へ与える影

響について考察する。最後に 6 節では結論を述べる。 

 

２．日本の所得税制とその変遷 

本節では日本の所得税制の概要および近年における税制改正（2014-2020 年）について述

べる。日本の所得税は総合課税、申告分離課税、源泉分離課税といった３つの形態で原則と

して徴収される。このうち、確定申告では総合課税および申告分離課税の対象が扱われる。

所得税額は以下のステップを経て求められる。第１に、各種の収入から必要経費などを差し

引いて所得を求める。所得税制では所得計算のための控除があり、給与収入からは給与所得

控除、公的年金等の雑収入からは公的年金等控除を差し引く。第２に、総合課税対象の所得

を合算した合計から各種の所得控除を差し引いて課税総所得金額を計算し、引ききれない

所得控除がある場合は各種分離課税対象所得から差し引く。所得控除には社会保険料控除、

小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震保険料控除、寡婦・ひとり親控除、勤労

学生控除、障害者控除、配偶者（特別）控除、扶養控除、基礎控除、雑損控除、医療費控除、

寄附金控除が含まれる。第３に、申告分離課税対象の所得がない場合は、課税所得に税率を

適用して税額を計算する。申告分離課税対象の所得がある場合は、総合所得分に加えて分離

課税分の税額を加える。第４に、この税額から各種の税額控除を差し引く。税額控除には配

当控除、住宅借入金等特別控除、政党等寄附金特別控除、住宅耐震改修特別控除等が含まれ

る。最後に、この税額から災害減免額を差し引いて基準所得税額を求め、復興特別所得税額

（基準所得税額に 2.1%を乗じた額）を加算し、外国税額控除を差し引いて最終的な所得税

額が求められる。以下ではこの所得税額を納付税額と呼ぶ。 

 主な税制改正について見ていくと、まず 2015 年から最高税率が引き上げられた。従前は

6 段階（5, 10, 20, 23, 33, 40%）であったが、改正後は 7 段階となり最高税率が 45%となった。

2016 年からは給与所得控除の上限が引き下げられた。従前は給与所得控除の最低保証額は

65 万円であり、また給与収入が高まるにつれて適用控除額も増加するが、適用控除額の上

限は 245 万円（給与収入 1,500 万円）であった。これに対して、改正後は適用控除額の上限

が 230 万円（給与収入 1,200 万円）となった。また、2017 年からは給与所得控除の上限がさ

らに引き下げられ、220 万円（給与収入 1,000 万円）となった。 

2018 年からは配偶者特別控除が拡大された。従前、配偶者控除については控除対象配偶

者の所得要件として合計所得金額が 38 万円以下である場合、適用控除額は一般で 38 万円、
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控除対象配偶者が 70 歳以上のときで 48 万円であった。また、本人の所得要件として合計

所得金額が 1,000 万円以下であれば、配偶者の合計所得金額が 38 万円を超えても配偶者特

別控除の適用が受けられる。適用控除額は最高で 38 万円であり、ただし配偶者の所得に応

じて適用控除額が減少し、合計所得金額が 76 万円以上の場合に控除額は発生しない。これ

に対して、改正後は配偶者の合計所得金額が 85 万円以下であれば、配偶者特別控除の適用

控除額は 38 万円となった。ただし、引き続き配偶者の所得に応じて適用控除額が減少する。

また、改正後は新たに本人の合計所得金額が 900 万円を超えると配偶者控除および配偶者

特別控除の適用控除額が減少する措置も導入された。 

2020 年からは基礎控除が拡大され、その入れ替えとして給与所得控除や公的年金等控除

が縮小された。また、配偶者控除および配偶者特別控除がさらに拡大された。従前、基礎控

除については適用控除額が 38 万円であった。これに対して、改正後は適用控除額が 48 万

円となった。ただし、新たに本人の合計所得金額が 2,400 万円を超えると基礎控除の適用控

除額が減少する措置も導入された。給与所得控除については改正後、最低保証額は 55 万円

となり、また適用控除額の上限が 195 万円（給与収入 850 万円）となった。公的年金等控除

については従前、最低保証額が 65 歳未満の場合で 70 万円、65 歳以上の場合で 120 万円で

あった。またいずれの場合も公的年金等収入が高まるにつれて適用控除額も増加する。これ

に対して、改正後は最低保証額が 65 歳未満の場合で 60 万円、65 歳以上の場合で 110 万円

となった。引き続き公的年金等収入が高まるにつれて適用控除額も増加するが、適用控除額

の上限が 195.5 万円（公的年金等収入 1,000 万円）となった。また、新たに本人の合計所得

金額（公的年金等に係る雑所得以外の所得）が 1,000 万円を超えると公的年金等控除の適用

控除額が減少する措置も導入された。 

 

３．使用データ 

3.1 税務データの内容 2 

本節では使用するデータや分析対象のサンプルについて述べる。本研究は国税庁が保有

する行政記録情報を利用し、具体的には「所得税及び復興特別所得税の確定申告書」第一表

及び第三表に記載されている項目に関する税務データ（2014～2020 年所得：2015～2021 年

確定申告）を利用する。ただし、納税者氏名等はプライバシー保護の観点から秘匿されてい

る。 

日本では政府による統計調査の個票データをはじめ、家計関連のサーベイ・マイクロデー

タが利用可能である。これらの統計調査はそれぞれ独自かつ豊富な情報を有しており、多く

の研究で利用されてきたが、統計上の特徴として、例えば所得情報についてはサンプルに超

高額所得者が含まれていない点などが指摘されている。これに対して、本研究で利用する税

務データはサンプル調査ではなく、各年 2,000 万人を超える膨大な納税者をカバーしてお

                                                      
2 税務データの詳細については國枝・米田(2023)が詳しく紹介している。 
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り、そこでは超高額所得者も含まれている。こうした特徴の制度的背景として、第１に、給

与収入が 2,000 万円を超える場合は確定申告が必要となっている。第２に、大口株主等（発

行済み株式の総数等の 3%以上に相当する数または金額の株式等を有する個人）について、

上場株式等の配当等は確定申告が必要となっている。第３に、個人事業主については原則と

して確定申告が必要となっている。他方、税務データではカバーしきれていない情報やサン

プルがあることにも留意が必要である。第１に、サンプルは世帯単位ではなく個人単位であ

り、家族構成などに関する情報は有していない。第２に、基本的に確定申告義務のない者は

サンプルに含まれない。例えば、所得がない者は確定申告の必要はないため、サンプルに含

まれない。第３に、税務データでは、総合課税や申告分離課税の対象となる所得のうち申告

されたものが扱われる。そのため、源泉分離課税の対象である利子所得や、申告分離課税の

対象となる配当所得、譲渡所得について源泉徴収で納税を完結させ確定申告では申告しな

かった所得は含まれていない。また、同時に２か所以上から給与の支払を受けておらず、か

つ、給与以外の所得のない給与所得者については年末調整のみで納税手続きが完結し、確定

申告が原則不要となるためデータに含まれていない。 

税務データの特徴の１つは、詳細な所得情報を有していることが挙げられる。日本の所得

税制は所得を性質に応じて分類される。また、所得税は総合課税、申告分離課税、源泉分離

課税といった３つの形態で徴収される。このうち、確定申告書では総合課税および申告分離

課税の対象が扱われる。確定申告書第一表では総合課税の対象が扱われ、そこでは事業所得

（営業等所得、農業所得）、不動産所得、利子所得、配当所得、給与所得、雑所得（公的年

金等の雑所得、業務に係る雑所得、その他の雑所得）、総合譲渡・一時所得が含まれ、これ

らに関する収入金額等および所得金額等が利用可能である。また、確定申告書第三表では申

告分離課税の対象などが扱われ、そこでは短期譲渡所得（一般分、軽減分）、長期譲渡所得

（一般分、特定分、軽減分）、一般株式等の譲渡所得、上場株式等の譲渡所得、上場株式等

の配当等所得、先物取引所得が含まれる。山林所得や退職所得も総合課税と異なる税務上の

取り扱いとなり、分離して課税されるため、第三表に含まれる。これらに関する収入金額等

および所得金額等が利用可能である。なお、税務上の合計所得についてはいくつかの定義が

使用されるため、留意が必要である。総合課税および申告分離課税における各所得の合計金

額は「合計所得金額」と呼ばれる。そこから繰越損失を控除した金額は、総合課税分のみの

場合は「総所得金額」、総合課税と申告分離課税の双方を含めた場合は「総所得金額等」と

呼ばれる。 

 税務データは確定申告における所得税額を計算するための詳細な情報を有しており、そ

こでは収入金額や所得金額のみならず、所得控除や税額控除等の適用控除額も利用可能で

ある。所得控除には社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震保

険料控除、寡婦・ひとり親控除、勤労学生・障害者控除、配偶者（特別）控除、扶養控除、

基礎控除、雑損控除、医療費控除、寄附金控除が含まれる。ただし、年末調整を受けた給与

を有する場合、社会保険料控除から基礎控除までの項目についてはそれらの合計金額（年末
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調整控除合計金額）のみを確定申告書に記載することが可能である。それゆえ、一部のサン

プルについては年末調整控除合計金額のみが利用可能であり、その内訳は不明となる。税額

控除には配当控除、住宅借入金等特別控除等の住宅関係減税3、政党等寄附金特別控除、外

国税額控除が含まれる。その他、税額の計算で差し引かれる災害減免額のデータも利用可能

である。 

 本研究では税務マイクロデータを利用した計測に先立ち、いくつかのデータクリーニン

グを行った。第１に、訂正申告や修正申告等があるとき、同一の納税者について訂正前や修

正前の申告情報も含まれている。そのため、一人の納税者につき申告書提出日が最も新しい

もののみを残し、それ以外はサンプルから除外した。第２に、所得や控除の項目において税

法上想定しない負値等を有することがあり、これに該当する個人はサンプルから除外した。

この結果、本研究のサンプルサイズは各年で約 2,200 万人となっている。 

 

3.2 本研究で採用する所得概念とサンプル 

 本研究では所得の概念として（１）総合課税と関連した合計所得、（２）総合課税および

申告分離課税と関連した合計所得といった２つのケースを扱う。これらは税務上の所得と

いうよりも、個人が当初に稼得した所得に相当する。そのため、税務上の所得を出発点とし

つつ、ただし税務上の所得を求める際に、実際の経費を控除すること以外で適用されるいく

つかの措置について調整を行う。詳細は以下のとおりである。 

合計所得１（総合課税と関連した合計所得）では、確定申告書第一表における事業所得（営

業等所得、農業所得）、不動産所得、利子所得、配当所得、給与所得、雑所得（公的年金等

の雑所得、業務に係る雑所得、その他の雑所得）の合計金額を求め、そこに以下の要素を加

算する。第１に、給与所得控除額と公的年金等控除額を加算する。給与所得控除額は給与収

入に給与所得控除を求めるためのフォーミュラを適用し、公的年金等控除は公的年金等収

入に公的年金等控除を求めるためのフォーミュラを適用して求める。第２に、（総合譲渡・

一時所得ではなく）総合譲渡・一時収入を加算する。こうした背景として、総合譲渡・一時

所得は税務上の扱いとして、総合長期譲渡収入および一時収入についてそれぞれ 0.5 を乗じ

た金額を扱っている。ここではこうした措置により減額された金額を扱うことは避けるた

め、総合譲渡・一時収入を利用する。なお、総合譲渡・一時収入はそれらの収入を稼得する

際、実際にかかった経費は差し引かれた金額が記載されている。第３に、青色申告特別控除

額を加算する。税務上の所得では、すでに青色申告特別控除が適用された金額が記載されて

いる。そのため、青色申告特別控除の分を戻す作業を行う。 

合計所得２（総合課税および申告分離課税と関連した合計所得）では、合計所得１に以下

の要素を加算する。第１に、確定申告書第三表における短期譲渡所得（一般分、軽減分）、

                                                      
3  ここでいう住宅借入金等特別控除等の住宅関係減税には、住宅ローンを組んだ際の住宅借入金等特別控

除の他、耐震改修工事をした場合の住宅耐震改修特別控除、バリアフリーや省エネ改修工事をした場合の

住宅特定改修特別税額控除、優良住宅を新築した際の認定長期優良住宅新築等特別控除が含まれる。 
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長期譲渡所得（一般分、特定分、軽減分）、一般株式等の譲渡所得、上場株式等の譲渡所得、

上場株式等の配当等所得、先物取引所得、山林所得の金額を加算する。第２に、（退職所得

ではなく）退職収入を加算する。こうした背景として、退職所得は税務上の扱いとして、退

職所得控除などを適用した金額を扱っている。ここではこうした措置により減額された金

額を扱うことは避けるため、退職収入を利用する。 

 本研究ではこうした２つの合計所得を扱う。ところで、日本の所得税における控除制度は

所得控除を中心に利用している。また、所得控除ははじめに総合課税対象の所得に適用され、

控除額に残余があればつぎに分離課税対象の所得にも適用されるが、利用実態として所得

控除を分離課税対象の所得にも適用する者はごく一部に限られている。こうした点を踏ま

えるとき、本研究のねらいとして主に控除の効果を考察するにあたっては、特に所得控除と

総合課税関連所得の関係で捉えていくことが重要である。それゆえ、本研究では２つの合計

所得のうち、合計所得１を相対的に重視して使用する。 

本研究では分析対象のサンプルとして（A）全観測値を利用する場合、（B）年末調整対象

者を除く場合（正確には、年末調整控除合計金額のみを記載し、内訳については記載してい

ない者を除く場合）といった２つのケースを扱う。基本的にはサンプル A（全観測値を利用

する場合）に基づいて考察を進める。しかし、上述のように年末調整控除合計金額の内訳（社

会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震保険料控除、寡婦・ひと

り親控除、勤労学生・障害者控除、配偶者（特別）控除、扶養控除、基礎控除）が不明な者

がいる。そのため、控除のうち、こうした内訳項目に焦点を当てた考察を行う際には適宜、

サンプル B（年末調整対象者を除く場合）も採用する。 

分析対象の控除は 3.1 節で挙げた全ての所得控除および税額控除を扱う。また、所得税額

は 2 節で税額計算のステップを述べたとおり、基準所得税額に復興特別所得税額を加算し、

外国税額控除を差し引いた金額を主として使用する。（なお、確定申告書第一表ではこの税

額は記載されず、ここから源泉徴収税額を差し引いた申告納税額が記載される。）所得階層

別の考察にあたっては（分位階級別ではなく）所得水準に基づいた階層を使用するが、この

とき各階層で該当者数が異なる点に留意が必要である。 

 

3.3 サンプル補正の方法 

 本研究で使用する税務データは、納税が源泉徴収で完結し確定申告をしていない   

サンプルを含まない。そのため、税務データをそのまま使用すると、計測結果はバイアスを

持つ可能性がある。そこで、国税庁『民間給与統計実態調査』（以下、『民給」と呼ぶ）の公

表値を利用して、給与所得者のうち、納税が源泉徴収で完結した者を反映するようにサンプ

ル補正を行う。具体的には Moriguchi and Saez(2010)の手法を採用し、以下の作業を行う。 

まず、『民給』の「給与階層別の給与所得者数」を使用して、階層別人数を確認する。こ

のとき、給与階層は給与収入ベースを使用する。その後、『民給』と人事院『公務員白書』

を使用して、給与所得者数と公務員数（いずれも総数）で比率をとり、『民給』による階層
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別人数に公務員分を加算する。このとき、公務員の給与分布が、民間給与者の分布と同じで

あると仮定する。その後、税務データを使用して、給与収入を有する者を対象に、給与収入

のみに基づく給与階層を作成する。このとき、給与階層の区分は『民給』を使用した階層の

区分と同じものを使用する。その後、税務データおよび『民給』（公務員補正後）を使用し、

階層ごとに双方の人数の差をとり、これを「給与所得者のうち、納税が源泉徴収で完結した

者」とみなす。その後、税務データおよび『民給』（加算すべき者）を使用し、階層ごとに

人数の比を求め、調整用乗率を作成する。このとき、税務データのサンプルのうち、「給与

収入 2000 万円以下で、給与収入を有する者」には１以上の乗率が付与され、それ以外の者

に１の乗率を付与する。最後に、各集計項目において調整用乗数を適用して計測する。 

 

４．所得、控除、税負担の実態 

本節では所得、控除、税負担の実態を所得階層別に考察する。分析対象年は 2014～2020

年であり、年ごとに計測を行った。ただし、計測結果は年ごとに大きな違いはないため、こ

こでは主に 2020 年の結果に焦点を当てて議論を進める。 

 はじめに、所得分布の特徴について見ていく。表１は所得分布（2020 年）を示している。

合計所得について２ケース、サンプルについても２ケースに分けており、合計４ケースの結

果を扱った。パネル(a) は所得階層ごとの人数と相対度数（補正前）を表している。サンプ

ル A は約 2,181 万人、サンプル B は約 1,979 万人であり、これらが本研究のサンプルサイズ

にあたる 4。双方では約 200 万人の差があり、サンプル A のおよそ１割程度に相当する。こ

うした約 200 万人については年末調整控除を利用することで、所得控除の内訳が明らかで

はない。所得分布の特徴を捉えるには相対度数を利用することが分かりやすい。パネル(b) 

は所得階層ごとの累積相対度数（補正前と補正後）を表している。いずれのケースで見ても、

900 万円超 1,000 万円以下の階層で累積相対度数は 90%程度となっている。それゆえ、1,000

万円以下に納税者のほとんどが含まれていることになる。他方、それ以上の階層については

該当者数が少なくなるものの、分析対象サンプルに超高所得者が含まれる点が本研究の特

徴でもある。以下では、補正後の計測結果に基づいて議論を進める。 

 

＜ 表１ ＞ 

 

 次に控除の利用実態について見ていく。図１は所得階層別に見た所得控除等の適用額（合

計所得１、サンプル A、2020 年のケース）を示している。ここでは控除の適用額に所得計

算上の控除、すなわち給与所得控除と公的年金等控除も含めている。また、超高所得層の適

用控除額は金額面でかなり大きいため、所得階層別を２つのグループに分ける。パネル(a) 

は「5,000 万円超 1 億円以下」までの所得階層を対象とし、パネル(b) は「5,000 万円超 1 億

                                                      
4 2014～2019 年における所得分布については補足表 A1 と補足表 A2 を参照されたい。 
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円以下」から上の所得階層を対象としている。パネル(a)を見ると、所得階層が高まるにつれ

て適用控除の合計額が大きくなる傾向にある。こうした背景には、所得階層が高まるにつれ

て特に給与所得控除と年末調整対象控除が増加していることが挙げられる。ただし、給与所

得控除や年末調整対象控除は 1,000 万円程度の所得階層までは増加するが、それより上の所

得階層ではほぼ同額で推移している。こうした背景として、給与収入が高まるにつれて給与

所得控除額が増加すること、ただし給与収入 850 万円で給与所得控除の上限額に達してい

ることが挙げられる。パネル(b)を見ると、高所得階層ほど寄附金控除の適用額が大きい傾

向にある。寄附金控除は（所得税上の）総所得金額等の 40%を上限額としているため、収入

が高いほど寄附金控除の上限額が高くなる。実態として超高所得層における寄附金控除の

適用額はかなり高額になっている。 

 所得階層が高まるにつれて年末調整対象控除が増加していることを踏まえ、その背景と

して年末調整対象控除の内訳について見ていく。図２は所得階層別に見た年末調整対象控

除の適用額（合計所得１、サンプル B、2020 年のケース）を示している。ここでも所得階層

別を２つのグループに分ける。パネル(a) は「5,000 万円超 1 億円以下」までの所得階層を

対象とし、パネル(b) は「5,000 万円超 1 億円以下」から上の所得階層を対象としている。

パネル(a)を見ると、年末調整控除額の特徴は社会保険料控除によってもたらされている。す

なわち、所得階層が高まるにつれて社会保険料控除額が増加するが、1,000 万円より上の所

得階層で社会保険料控除額はほぼ同額で推移している。こうした背景には特に厚生年金や

健康保険（被用者保険）の場合、収入が高まるにつれて社会保険料が増加すること、ただし

社会保険料には収入 1,000 万円程度で上限額があることが挙げられる。パネル(b)を見ると、

社会保険料控除額、そして年末調整対象控除額はほぼ一定である。 

 図３は所得階層別に見た税額控除の適用額（合計所得１、サンプル A、2020 年のケース）

を示している。パネル(a) は「5,000 万円超 1 億円以下」までの所得階層を対象とし、パネル

(b) は「5,000 万円超 1 億円以下」から上の所得階層を対象としている。パネル(a)を見ると、

「2,000 万円超 3,000 万円以下」の所得階層までは主に住宅借入金等特別控除が利用されて

いる。また、それより上の所得階層では主に配当控除が利用されており、このことはパネル

(b)の結果においても同様である。 

 

＜ 図１～図３ ＞ 

 

 所得控除等の利用実態についてはいくつかの点を指摘したい。第１に、所得控除等は所得

に対してどの程度の割合を占めているのかを確認する。表２は所得階層別に見た税負担率

および控除比率（合計所得１、サンプル A、2020 年のケース）を示している 5。税負担率は

                                                      
5 2014～2020 年における所得階層別に見た税負担率（合計所得１、サンプル A のケース）については補

足表 A3 を参照されたい。また、同期間における所得階層別に見た控除比率（合計所得１、サンプル A の

ケース）については補足表 A4 を参照されたい。 
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納付税額の合計所得１に対する割合をとっている。控除比率は所得控除の合計所得１に対

する割合をとっている。なお、所得控除については「所得控除」と「所得控除等」の２つの

ケースを扱い、「所得控除等」では所得控除のほかに所得計算上の控除、すなわち給与所得

控除と公的年金等控除も含めている。（ただし、どちらも税額控除は含めていない。）まず、

税負担率について見ていくと、税負担率の平均値（全サンプル）は 2.2%である。所得階層

別にみると、所得階層が高まるにつれて税負担率が上昇しており、累進的な負担構造となっ

ている。ただし、「900 万円超 1,000 万円以下」の所得階層でも税負担率は 5.8%となってい

る。この階層は累積相対度数で見るとトップ 10%に含まれ、高所得階層に位置づけられる。

このように、サンプルのほとんどで税負担率が 10%を下回る程度に低水準にとどまってい

るのは、手厚い所得控除等によるものである。そこで次に控除比率について見ていくと、控

除比率の平均値（全サンプル）は所得控除の場合で 39.4%、所得控除等の場合で 68.1%とな

っており、特に給与所得控除や公的年金等控除を含むと控除比率は高水準となる。所得階層

別にみると、所得階層が高まるにつれて控除比率は低下する。ただし、「900 万円超 1,000 万

円以下」の所得階層でも所得控除等の比率は 45.1%となっており、こうした高所得階層でも

合計所得の半分程度が控除されている。また、「700 万円超 800 万円以下」より下位の所得

階層はサンプルの 88.8%を占めるが、所得控除等によって合計所得の半分以上が控除されて

いる。先行研究でも指摘するように、日本の所得税は手厚い所得控除によって課税ベースが

狭くなっており、こうした特徴は高所得層にも及んでいる（田近・八塩 2006a, 2006b, 2008, 

2010; 金田 2014）。 

 第２に、所得控除等の利用実態が年齢別でどのように違うのかを確認する。上述のとおり、

図１は所得階層別に見た所得控除等の適用額を示しているが、そこでは所得階層ごとの計

測を行っており、年齢など他の要素は考慮していない。それゆえ、例えば各所得階層におい

て 65 歳以上の者は相対的に少ないため、公的年金等控除など、65 歳以上の者で利用頻度が

高いと思われる控除については過小評価になりやすい。そこで、所得控除等の利用実態を年

齢別に捉える。表３は年齢別で見た所得控除等の適用額（サンプル A、2020 年のケース）

を示している。65 歳未満と 65 歳以上では、所得控除等の合計額にほとんど違いはないが、

内訳には違いが確認できる。65 歳未満の場合は給与所得控除と寄附金控除が相対的に大き

い。他方、65 歳以上の場合は公的年金等控除と医療費控除が相対的に大きい。 

 第３に、給与所得控除と公的年金等控除の適用額はどのような特徴があるのかを確認す

る。適用額で見るとき、65 歳未満では給与所得控除を、65 歳以上では公的年金等控除を多

く利用している。どちらの控除も制度的特徴は似ており、最低控除額とともに収入に応じて

適用控除額が大きくなる仕組みとなっているが、利用実態には多少の違いがある。表４は給

与所得控除と公的年金等控除における適用控除額の分布（サンプル A、2020 年のケース）

を示している。そこでは、給与所得控除を利用する者のうち、適用控除額が最低控除額であ

る者が 14.4%、最低控除額を超える者が 85.6%となっている。したがって、給与所得控除の

場合、ほとんどの者は適用控除額が最低控除額を上回っている。このことは、収入に応じて
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適用控除額が増加する部分、いわゆる収入逓増部分を利用していることを意味する。他方、

公的年金等控除を利用する者のうち、適用控除額が最低控除額である者が 92.5%、最低控除

額を超える者が 7.5%となっている。したがって、公的年金等控除の場合、ほとんどの者は

適用控除額が最低控除額を上回らない。このことは、いわゆる収入逓増部分をほとんど利用

しておらず、実態として定額控除の適用に近い状態となっていると言える。 

 

＜ 表２～表４ ＞ 

 

５．控除の負担軽減効果と再分配効果 

 本節では控除の負担軽減効果とそれが再分配効果へ与える影響について考察する。前節

の考察を踏まえ、控除の利用実態としては適用控除額の点で給与所得控除や社会保険料控

除の金額が大きく、高齢者の場合には公的年金等控除の金額が大きい。また、これらの控除

は収入が高まるにつれて適用控除額が増加するもの、すなわち収入逓増的な仕組みを採っ

ているため、利用実態としても所得階層が高まるほど適用控除の合計額が大きくなること

が確認された。以下では、こうした特徴も反映しながら考察する。そして、本節の議論を通

じて、「どのような階層が負担軽減の恩恵を大きく受けているのか」（負担軽減効果の構造）

や「控除に伴う負担軽減が再分配効果をどのように変化させるのか」（再分配効果への影響）

に関するエビデンスを提供する。 

 

5.1 控除の負担軽減効果 

控除による負担軽減額を求めるにあたっては Burman et al.(2017)の手法を採用し、控除を

適用するかどうかによって税額がどの程度変化するかを計測する。まず、控除を適用した場

合の税額（税額 a）を推計する。次に、控除を適用しない場合の仮想的な税額（税額 b）を

推計する。控除は減税措置であるため、税額 b は常に税額 a を上回る。そして、双方の税

額の差（=税額 b – 税額 a）を控除による負担軽減額として扱う。なお、いずれの場合の税

額計算においても復興特別所得税額は加算している。 

はじめに、現行制度における控除の負担軽減効果について見ていく。図４は所得階層別に

見た控除による負担軽減額（合計所得１、サンプル A、2020 年のケース）を示している。

ここでの控除は所得控除等（所得計算上の控除を含む）および税額控除の影響を反映してい

る。パネル(a) は「5,000 万円超 1 億円以下」までの所得階層を対象とし、パネル(b) は「5,000

万円超 1 億円以下」から上の所得階層を対象としている。パネル(a)を見ると、控除による負

担軽減額はほぼ所得控除等の寄与によるものであり、税額控除の寄与は限定的である。また、

所得階層が高まるほど控除による負担軽減額が大きくなることが分かる。他方、パネル(b)

を見ると、超高所得層では税額控除の寄与も大きい。 

 次に、控除による負担軽減額は所得に対してどの程度の割合を占めているのかを確認す

る。このことは、控除によって税負担率をどの程度低下させているのかを捉えている。図５
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は所得階層別に見た控除の負担軽減割合（合計所得１、サンプル A、2020 年のケース）を

示している 6。負担軽減割合は軽減額の合計所得１に対する割合をとっている。パネル(a)は

控除全般の効果および給与所得控除・公的年金等控除の影響を示している。控除全般とは所

得控除等（所得計算上の控除を含む）および税額控除を含んでいる。控除全般による効果を

見てみると、まず「700 万円超 800 万円以下」の所得階層にかけて軽減割合は 11%程度まで

上昇し、その後「1,000 万円超 2,000 万円以下」の所得階層まで軽減割合はほぼ横ばいに推

移し、それより上の所得階層で軽減税率は低下している。このことから、現行制度における

控除の負担軽減効果は逆 U 字型の形状を持っているようにも見える。しかし、「1,000 万円

超 2,000 万円以下」の所得階層は累積相対度数で見ると 99%を超えているため、所得分布の

大勢を占めるところで捉えれば、むしろ控除の負担軽減効果は右上がりの形状を持ち、所得

階層が高まるほど控除による負担軽減効果が大きい。それゆえ、現行の所得税制において、

控除の負担軽減効果は累進的な負担構造を弱めていると言える。 

ここではさらに給与所得控除・公的年金等控除の影響を捉えるため、（１）給与所得控除・

公的年金等控除を除いた場合、（２）給与所得控除・公的年金等控除（収入逓増部分のみ）

を除いた場合、それぞれで控除の負担軽減割合を計測した。いずれのケースも控除全般の場

合より負担軽減割合は小さくなる。この負担軽減割合の低下分を（１）給与所得控除・公的

年金等控除の影響や、（２）給与所得控除・公的年金等控除（収入逓増部分のみ）の影響と

して捉える。計測の結果、（１）給与所得控除・公的年金等控除の影響は大きく、これらが

無ければ「700 万円超 2,000 万円以下」の所得階層において負担軽減割合は 6%程度にまで

低下する。その中で、（２）収入逓増部分の影響も大きく、これらが無ければ「700 万円超

2,000 万円以下」の所得階層において負担軽減割合は 8%程度にまで低下することが分かる。 

 こうした結果を掘り下げるため、給与所得控除のみの影響を見ていく。パネル(b)は控除

全般の効果および給与所得控除の影響を示している。ここではその影響を捉えるため、（１）

給与所得控除を除いた場合、（２）給与所得控除（収入逓増部分のみ）を除いた場合、それ

ぞれで控除の負担軽減割合を計測した。図が示すとおり、給与所得控除の影響は大きく、こ

れらが無ければ「700 万円超 2,000 万円以下」の所得階層において負担軽減割合は 7%程度

にまで低下する。またその中で、収入逓増部分による影響が大きいことが分かる。こうした

結果は、表４における適用控除額の分布でも確認したように、給与所得控除では収入逓増部

分の利用が多いことを反映している。 

 同様に、公的年金等控除のみの影響を見ていく。パネル(c)は控除全般の効果および公的年

金等控除の影響を示している。ここではその影響を捉えるため、（１）公的年金等控除を除

いた場合、（２）公的年金等控除（収入逓増部分のみ）を除いた場合、それぞれで控除の負

担軽減割合を計測した。図が示すとおり、公的年金等控除の影響は比較的小さい。またその

                                                      
6 2014～2020 年における所得階層別に見た控除の負担軽減割合（合計所得１、サンプル A のケース）に

ついては補足表 A5 を参照されたい。 
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中で、収入逓増部分による影響はほとんどないことが分かる。こうした結果は、表４におけ

る適用控除額の分布でも確認したように、公的年金等控除では収入逓増部分の利用が少な

いことを反映している。 

 最後に、給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料控除の影響を見ていきたい。ただし、

社会保険料控除を含めるためには、年末調整対象控除の内訳を扱うことになるため、分析対

象としてサンプル B を使用する必要がある。図６は所得階層別に見た控除の負担軽減割合

（合計所得１、サンプル B、2020 年のケース）を示している。負担軽減割合は軽減額の合計

所得１に対する割合をとっている。パネル(a)は控除全般の効果および給与所得控除・公的年

金等控除の影響を示している。サンプル A を使用した図５パネル(a)とサンプル B を使用し

た図６パネル(a)を比較するとき、双方はほとんど同じ結果を得ている。したがって、サンプ

ルの違いは計測結果の特徴にほとんど影響をもたらさないため、サンプル B の下で社会保

険料控除を加味した計測結果については、サンプル A の下で得られた図５の結果と比較し

ても問題は少ないと言えるだろう。図６のパネル(b)は控除全般の効果および給与所得控除・

公的年金等控除・社会保険料控除の影響を示している。ここではその影響を捉えるため、（１）

給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料控除を除いた場合、（２）給与所得控除・公的

年金等控除・社会保険料控除（収入逓増部分のみ）を除いた場合 7、（３）社会保険料控除

を除いた場合、それぞれで控除の負担軽減割合を計測した。図が示すとおり、これら３控除

の影響は大きく、これらが無ければ「700 万円超 2,000 万円以下」の所得階層において負担

軽減割合は 4%程度にまで低下する。またその中で収入逓増部分による影響が大きいことが

分かる。こうした結果は、図１パネル(a)や図２パネル(a)における控除の適用控除額でも確

認したように、給与所得控除の収入逓増部分や社会保険料控除の利用が多いことを反映し

ている。 

 

＜ 図４～図６ ＞ 

 

5.2 再分配効果への影響 

控除の負担軽減効果が再分配効果に与える影響を捉えるにあたっては Avram (2018) の手

法を採用し、控除の適用有無により各個人の税額の変化を通じて、税の再分配効果がどの程

度変化するかを計測する。ここでは、再分配効果の指標として税による所得格差の変化分を

捉え、また格差の指標としてジニ係数を使用する。課税前所得のジニ係数を𝐺𝑖𝑛𝑖௣௥௘と表す。

課税後所得のジニ係数については３種類のものを使用する。第１に、控除をすべて適用して

税額を計算した場合、すなわち実際の税制に基づいて税額を計算した場合における課税後

所得（課税後所得 A）のジニ係数を𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஺ とする。第２に、控除を全く適用しないで税

                                                      
7 「給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料控除（収入逓増部分のみ）」とは、給与所得控除の収入

逓増部分、公的年金等控除の収入逓増部分、社会保険料控除の全額を含んでいる。 
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額を計算した場合における課税後所得（課税後所得 B）のジニ係数を𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஻ とする。第

３に、特定の控除（あるいは特定の控除における収入逓増部分）を適用しないで税額を計算

した場合における課税後所得（課税後所得 C）のジニ係数を𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஼とする。 

このとき、税制全体の効果𝑅𝐸௧௢௧௔௟ は、課税前所得から課税後所得 A までに関するジニ係

数の変化分として計測する。 

 

𝑅𝐸௧௢௧௔௟ = 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௥௘ − 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஺ 

(1) 

 

 税制全体の効果のうち、税率等の効果𝑅𝐸௥௔௧௘ は、課税前所得から課税後所得 B までに関

するジニ係数の変化分として計測する。 

 

𝑅𝐸௥௔௧௘ = 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௥௘ − 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஻ 

(2) 

 

税制全体の効果のうち、控除の効果𝑅𝐸ௗ௘ௗ௨௖௧௜௢௡ 
は、課税後所得 B から課税後所得 A まで

に関するジニ係数の変化分として計測する。 

 

𝑅𝐸ௗ௘ௗ௨௖௧௜௢௡ = 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஻ − 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஺ 

(3) 

 

また、控除の効果のうち、考察の対象としている特定の控除（あるいはその収入逓増部分）

に関する効果𝑅𝐸௣௔௥௧௜௖௨௟௔௥ 
は、課税後所得 C から課税後所得 A までに関するジニ係数の変化

分として計測する。 

 

𝑅𝐸௣௔௥௧௜௖௨௟௔௥ = 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஼ − 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஺ 

(4) 

 

 なお、控除の効果のうち、特定の控除を除いた他の控除に関する効果𝑅𝐸௢௧௛௘௥は、課税後所

得 B から課税後所得 C までに関するジニ係数の変化分に相当する。 

 

𝑅𝐸௢௧௛௘ = 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஻ − 𝐺𝑖𝑛𝑖௣௢௦௧_஼ 

(5) 

 

以下では、控除の負担軽減効果が再分配効果に与える影響を見ていく。上述のとおり、適

用控除額や負担軽減効果の点から、特に給与所得控除、公的年金等控除、社会保険料控除が
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比較的大きな影響を有しているため、ここでもこれらの控除について焦点を当てて考察す

る。表５は所得格差と再分配効果の大きさ（2020 年）を示している 8。合計所得について２

ケース、サンプルについても２ケースに分けており、合計４ケースの結果を扱った。計測結

果の特徴はいずれのケースでも共通している。税務データを使用した課税前所得のジニ係

数は 0.365～0.419、課税後所得のジニ係数（現行制度に基づく課税後所得 A に相当）は 0.342

～0.393 となっている。その結果、所得税による再分配効果は 0.023～0.026 となっている 9。 

表５のサンプル A の計測結果から、控除の負担軽減効果は格差拡大に寄与しており、税

の再分配効果を弱めていることが確認される。控除が格差拡大の方向に作用している背景

としては給与所得控除、特にその収入逓増部分が格差拡大に影響していることが挙げられ

る。こうした点は図５のパネル(b)で確認したように、給与所得控除による負担軽減効果が

大きく、特にその収入逓増部分が強く影響していることを反映している。他方、公的年金等

控除は所得格差に対してほとんど影響していない。こうした点は図５のパネル(c)で確認し

たように、公的年金等控除による負担軽減効果が小さいことを反映している。 

さらに、社会保険料控除も含めて再分配効果への影響を見ていきたい。ただし、社会保険

料控除を含めるためには、分析対象としてサンプル B を使用する必要がある。表５のサン

プル B の計測結果からも、控除の負担軽減効果は格差拡大に寄与していることが確認され

る。給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料控除といった３控除で控除全般と同程度に

格差拡大に影響しており、またその中で収入逓増部分による影響が大きい。したがって、給

与所得控除や社会保険料控除は利用実態として適用控除額が大きい上、収入に応じて適用

控除額が大きくなる仕組みを有しているため、控除による負担軽減効果は高所得層ほど大

きく、またこのことから控除が再分配効果の低下に寄与していることが確認された。 

 

＜ 表５～表６ ＞ 

 

６．結論 

日本では近年、社会保障制度の維持には家計の税負担の見直しが必須であると考えられ

る中、基幹税である所得税の再検討も求められている。こうした中、日本の所得税が抱えて

いる課題の一つとして、手厚い所得控除により課税ベースが大きく侵食されていることが

指摘されており、このことは所得税における財源調達能力ばかりでなく、所得再分配機能の

低下にもつながる。こうした可能性について現状はどうなのかを理解するには、控除が税の

                                                      
8 2014～2020 年における所得格差と再分配効果（合計所得１と合計所得２、サンプル A のケース）につ

いては補足表 A6 を参照されたい。 
9 こうした結果を捉えるにあたってはいくつかの留意が必要である。例えば、調査統計を使用する場合、所

得は世帯単位であるため等価世帯ベースを採用することや、可処分所得については公的給付の受給や税・

社会保険料の拠出それぞれを適用した後の水準を使用することがある。他方、税務データを使用する場合、

分析対象サンプルに超高所得層を含んでいる点が有益である。ただし、所得は個人単位であることや、課

税後所得については所得税の拠出のみを適用した水準となっている。 
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負担構造に与える影響を捉えてみれば良い。所得税において累進的な負担構造をもたらす

制度的要因としては税率構造とともに所得控除が挙げられる。ただし、実際の所得税制では

様々な控除があり、個々の控除の仕組みも多様であるため、所得控除が税の負担構造を累進

的なものにしているかは一概には言えない。それゆえ、現行の所得税制において控除が累進

的な負担構造にどのような影響を与えているのかを捉えるにあたっては、控除による負担

軽減やそれに伴う再分配効果への影響についてデータに基づいた実態把握を行う必要があ

る。そこで、本稿では国税庁が保有する所得税確定申告書の税務データ（2014～2020 年）

を用いて控除の負担軽減効果および再分配効果について計測し、「どのような階層が負担軽

減の恩恵を大きく受けているのか」（負担軽減効果の構造）や「控除に伴う負担軽減が再分

配効果をどのように変化させるのか」（再分配効果への影響）について考察した。 

第１に、控除の利用実態としては適用控除額の点で給与所得控除や社会保険料控除の金

額が大きく、高齢者の場合には公的年金等控除の金額が大きい。また、これらの控除は収入

が高まるにつれて適用控除額が増加するもの、すなわち収入逓増的な仕組みを採っている

ため、利用実態としても所得階層が高まるほど適用控除の合計額が大きくなることが確認

された。さらに適用控除額の対所得比で見るとき、所得控除および所得計算上の控除（給与

所得控除や公的年金等控除）を合わせると、控除比率の平均は 68.1%となっており高い水準

となっている。所得階層が高まるにつれて控除比率は低下する傾向にあるものの、例えば

「700 万円超 800 万円以下」より下位の所得階層はサンプルの 88.8%を占め、こうしたほ

とんどの層で所得控除等によって合計所得の半分以上が控除されている。先行研究でも指

摘されてきたように、日本の所得税は手厚い所得控除によって課税ベースが狭くなってお

り、こうした特徴は高所得層にも及んでいる（田近・八塩 2006a, 2006b, 2008, 2010; 金田

2014）。 

第２に、控除の負担軽減額を対所得比で見るとき、現行制度における控除の負担軽減効果

は逆 U 字型の形状を持っているようにも見えるが、所得分布の大勢を占めるところで捉え

れば、むしろ控除の負担軽減効果は右上がりの形状を持ち、所得階層が高まるほど控除によ

る負担軽減効果が大きい。それゆえ、現行の所得税制において、控除の負担軽減効果は累進

的な負担構造を弱めていると言える。また、こうした背景には給与所得控除の収入逓増部分

や社会保険料控除が大きく影響している。 

第３に、所得税は所得格差是正の機能を果たしている。しかし、こうした中で控除の負担

軽減効果は格差拡大に寄与しており、税の再分配効果を弱めていることが確認された。控除

が格差拡大の方向に作用している背景には給与所得控除の収入逓増部分や社会保険料控除

が格差拡大に影響している。 

所得税の所得再分配機能の回復が求められる中では、累進的な負担構造をどのように高

めていくかを検討する必要があり、そのためには税率構造のみならず控除も検討の対象と

なる。本稿の考察を踏まえるとき、控除については特に収入逓増的な控除を縮小することで

累進的な負担構造を強化し、またそれを通じて再分配効果を高めることが可能である。そこ
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では、例えば給与所得控除における控除率の引き下げなども挙げられる。2010 年代におけ

る所得税の税制改正は様々な控除制度が変更されてきた。その中で、給与所得控除について

は適用控除額の上限設定や上限の更なる引き下げといった制度変更が進められた。しかし、

こうした取り組みは高所得層の負担率を高めたものの、所得税が果たしている再分配効果

への影響は限定的であったとする結果もある（大野ほか 2023）。今後の控除制度のあり方を

検討するにあたっては、収入逓増的な仕組みにも焦点を当てながら所得税の所得再分配機

能を高めることに向けた施策が求められる。 
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図 1 所得控除等の適用額（2020 年） 

(a) 所得 1 億円未満の所得階層別 

 

 

(b) 所得 5,000 万円以上の所得階層別 

 

（注）所得階層別は合計所得１に基づき区分している。 
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図 2 年末調整対象控除の適用額（2020 年） 

(a) 所得 1 億円未満の所得階層別 

 

 

(b) 所得 5,000 万円以上の所得階層別 

 

（注）所得階層別は合計所得１に基づき区分している。 
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図 3 税額控除の適用額（2020 年） 

(a) 所得 1 億円未満の所得階層別 

 

 

(b) 所得 5,000 万円以上の所得階層別 

 

（注）所得階層別は合計所得１に基づき区分している。 
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図 4 控除の負担軽減効果（軽減額）：サンプル A（2020 年） 

(a) 所得 1 億円未満の所得階層別 

 

 

(b) 所得 5,000 万円以上の所得階層別 

 

（注）所得階層別は合計所得１に基づき区分している。 
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図 5 控除の負担軽減効果（軽減割合）：サンプル A（2020 年） 

(a) 給与所得控除・公的年金等控除の影響 

 
 

(b) 給与所得控除の影響 
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図 5 控除の負担軽減効果（軽減割合）：サンプル A（2020 年） 

(c) 公的年金等控除の影響 

 
（注）所得階層別や対所得比は合計所得１を使用している。 
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図 6 控除の負担軽減効果（軽減割合）：サンプル B・2020 年 

(a) 給与所得控除・公的年金等控除の影響 

 
 

(b) 給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料の影響 

 
（注）所得階層別や対所得比は合計所得１を使用している。 
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表 1 所得分布（2020 年） 

(a) 度数と相対度数：補正前 

 
 

人数 相対度数 人数 相対度数 人数 相対度数 人数 相対度数

（人） （人） （人） （人）

0万円以下 610,250 2.80% 502,680 2.54% 517,580 2.37% 498,159 2.52%

0万円超 100万円以下 2,163,017 9.92% 2,139,355 10.81% 2,200,109 10.09% 2,091,744 10.57%

100万円超 200万円以下 3,320,376 15.22% 3,261,604 16.48% 3,275,626 15.02% 3,216,041 16.25%

200万円超 300万円以下 4,258,966 19.53% 4,125,175 20.84% 4,202,709 19.27% 4,068,884 20.56%

300万円超 400万円以下 3,040,821 13.94% 2,825,138 14.27% 3,017,791 13.84% 2,802,065 14.16%

400万円超 500万円以下 2,098,232 9.62% 1,827,247 9.23% 2,089,408 9.58% 1,818,418 9.19%

500万円超 600万円以下 1,478,475 6.78% 1,221,601 6.17% 1,475,684 6.77% 1,218,803 6.16%

600万円超 700万円以下 1,077,236 4.94% 861,476 4.35% 1,077,766 4.94% 862,000 4.35%

700万円超 800万円以下 840,673 3.85% 639,389 3.23% 843,629 3.87% 642,328 3.24%

800万円超 900万円以下 628,146 2.88% 466,028 2.35% 632,859 2.90% 470,742 2.38%

900万円超 1000万円以下 451,328 2.07% 337,515 1.71% 458,755 2.10% 344,905 1.74%

1000万円超 2000万円以下 1,395,836 6.40% 1,141,737 5.77% 1,465,490 6.72% 1,211,029 6.12%

2000万円超 3000万円以下 278,366 1.28% 278,102 1.40% 321,724 1.48% 320,912 1.62%

3000万円超 4000万円以下 80,714 0.37% 80,393 0.41% 101,590 0.47% 100,733 0.51%

4000万円超 5000万円以下 34,721 0.16% 34,557 0.17% 45,712 0.21% 45,258 0.23%

5000万円超 1億円以下 41,952 0.19% 41,561 0.21% 60,708 0.28% 59,839 0.30%

1億円超 5億円以下 11,052 0.05% 10,870 0.05% 21,681 0.10% 21,261 0.11%

5億円超 10億円以下 311 0.00% 305 0.00% 1,126 0.01% 1,099 0.01%

10億円超 20億円以下 96 0.00% 95 0.00% 416 0.00% 407 0.00%

20億円超 39 0.00% 38 0.00% 244 0.00% 239 0.00%

21,810,607 100.00% 19,794,866 100.00% 21,810,607 100.00% 19,794,866 100.00%合計

区分

合計所得１ 合計所得２

サンプルA（全観測値） サンプルB（年末調整控除対象を除く） サンプルA（全観測値） サンプルB（年末調整控除対象を除く）
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表 1 所得分布（2020 年） 

(b) 累積相対度数：補正前と補正後 

 

 

補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後

0万円以下 2.80% 1.09% 2.54% 1.07% 2.37% 1.02% 2.52% 1.15%

0万円超 100万円以下 12.72% 5.94% 13.35% 6.67% 12.46% 5.92% 13.08% 6.65%

100万円超 200万円以下 27.94% 15.71% 29.82% 17.76% 27.48% 15.56% 29.33% 17.60%

200万円超 300万円以下 47.47% 31.52% 50.66% 35.02% 46.75% 31.19% 49.89% 34.64%

300万円超 400万円以下 61.41% 48.91% 64.94% 52.55% 60.58% 48.37% 64.04% 51.92%

400万円超 500万円以下 71.03% 64.30% 74.17% 67.03% 70.16% 63.57% 73.23% 66.18%

500万円超 600万円以下 77.81% 75.64% 80.34% 77.43% 76.93% 74.79% 79.38% 76.44%

600万円超 700万円以下 82.75% 83.50% 84.69% 84.62% 81.87% 82.58% 83.74% 83.55%

700万円超 800万円以下 86.60% 88.81% 87.92% 89.33% 85.74% 87.88% 86.98% 88.25%

800万円超 900万円以下 89.48% 92.05% 90.27% 92.21% 88.64% 91.15% 89.36% 91.17%

900万円超 1000万円以下 91.55% 94.27% 91.98% 94.18% 90.74% 93.41% 91.10% 93.18%

1000万円超 2000万円以下 97.95% 99.03% 97.75% 98.86% 97.46% 98.56% 97.22% 98.33%

2000万円超 3000万円以下 99.23% 99.63% 99.15% 99.57% 98.94% 99.39% 98.84% 99.29%

3000万円超 4000万円以下 99.60% 99.81% 99.56% 99.78% 99.40% 99.65% 99.35% 99.60%

4000万円超 5000万円以下 99.75% 99.88% 99.73% 99.87% 99.61% 99.77% 99.58% 99.74%

5000万円超 1億円以下 99.95% 99.98% 99.94% 99.97% 99.89% 99.93% 99.88% 99.92%

1億円超 5億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 99.99% 99.99% 99.99% 99.99%

5億円超 10億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

10億円超 20億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

20億円超 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

サンプルB（年末調整控除対象を除く） サンプルA（全観測値） サンプルB（年末調整控除対象を除く）
区分

合計所得１ 合計所得２

サンプルA（全観測値）
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表 2 控除比率（2020 年） 

 

（注）所得階層別や対所得比は合計所得１を、またサンプル A を使用している。 

 

所得分布 税負担率

累積相対度数 所得控除 所得控除等

（所得計算控除を含む）

（対所得比） （対所得比） （対所得比）

0万円以下 1.09% - - -

0万円超 100万円以下 5.94% 0.06% 88.08% 97.94%

100万円超 200万円以下 15.71% 0.41% 58.01% 89.73%

200万円超 300万円以下 31.52% 0.84% 46.05% 80.95%

300万円超 400万円以下 48.91% 1.19% 38.88% 72.27%

400万円超 500万円以下 64.30% 1.46% 34.39% 65.37%

500万円超 600万円以下 75.64% 1.87% 31.22% 60.16%

600万円超 700万円以下 83.50% 2.44% 29.12% 56.38%

700万円超 800万円以下 88.81% 3.35% 27.89% 52.68%

800万円超 900万円以下 92.05% 4.54% 26.39% 48.90%

900万円超 1000万円以下 94.27% 5.79% 24.83% 45.09%

1000万円超 2000万円以下 99.03% 9.92% 19.12% 34.30%

2000万円超 3000万円以下 99.63% 20.11% 11.37% 19.20%

3000万円超 4000万円以下 99.81% 26.27% 7.51% 12.83%

4000万円超 5000万円以下 99.88% 29.37% 6.25% 10.31%

5000万円超 1億円以下 99.98% 33.58% 4.93% 7.76%

1億円超 5億円以下 100.00% 38.79% 3.04% 4.31%

5億円超 10億円以下 100.00% 40.69% 1.96% 2.24%

10億円超 20億円以下 100.00% 39.81% 1.92% 2.07%

20億円超 100.00% 40.08% 5.97% 6.02%

2.19% 39.42% 68.11%

区分

合計

控除比率
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表 3 所得控除等の適用控除額：年齢別（2020 年） 

 
 

表 4 給与所得控除・公的年金等控除における適用控除額の分布（2020 年） 

 

 

 

全体 65歳未満 65歳以上

（円） （円） （円）

所得控除等合計（所得計算控除を含む） 2,788,925 2,750,624 2,886,480

（内訳）

給与所得控除 1,006,623 1,157,728 621,743

公的年金等控除 277,425 24,679 921,198

年末調整対象控除 1,408,316 1,475,045 1,238,352

雑損控除 1,002 1,022 951

医療費控除 77,429 71,795 91,778

寄附金控除 18,128 20,354 12,459

適用額 給与所得控除

65歳未満 65歳以上 全体

（%） （%） （%） （%）

最低控除額 14.4% 82.1% 94.2% 92.5%

最低控除額超 85.6% 17.9% 5.8% 7.5%

公的年金等控除
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表 5 所得格差と再分配効果（2020 年） 

 
 

合計所得１ 合計所得２ 合計所得１ 合計所得２

ジニ係数

課税前所得 (a1) 0.365 0.396 0.384 0.419

課税後所得（現行制度） (a2) 0.342 0.372 0.359 0.393

課税後所得（全ての控除なし） (a3) 0.330 0.365 0.347 0.386

課税後所得（給与所得控除・公的年金等控除なし） (a4) 0.336 0.368 0.353 0.389

課税後所得（給与所得控除・公的年金等控除の収入逓増部分なし） (a5) 0.337 0.368 0.354 0.389

課税後所得（給与所得控除なし） (a6) 0.336 0.368 0.353 0.389

課税後所得（給与所得控除の収入逓増部分なし） (a7) 0.337 0.368 0.354 0.389

課税後所得（公的年金等控除なし） (a8) 0.342 0.372 0.359 0.393

課税後所得（公的年金等控除の収入逓増部分なし） (a9) 0.342 0.372 0.359 0.393

課税後所得（社会保険料控除なし） (a10) 0.355 0.390

課税後所得（給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料控除なし） (a11) 0.349 0.386

課税後所得（給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料控除の収入逓増部分なし） (a12) 0.350 0.386

再分配効果

税制全体 (b1)=(a1)-(a2) 0.023 0.024 0.025 0.026

税率等 (b2)=(a1)-(a3) 0.035 0.031 0.037 0.033

控除 (b3)=(a3)-(a2) -0.012 -0.007 -0.012 -0.007

給与所得控除・公的年金等控除 (b4)=(a4)-(a2) -0.006 -0.004 -0.006 -0.004

給与所得控除・公的年金等控除の収入逓増部分 (b5)=(a5)-(a2) -0.005 -0.004 -0.005 -0.004

給与所得控除 (b6)=(a6)-(a2) -0.006 -0.004 -0.006 -0.004

給与所得控除の収入逓増部分 (b7)=(a7)-(a2) -0.005 -0.004 -0.005 -0.004

公的年金等控除 (b8)=(a8)-(a2) 0.000 0.000 0.000 0.000

公的年金等控除の収入逓増部分 (b9)=(a9)-(a2) 0.000 0.000 0.000 0.000

社会保険料控除 (b10)=(a10)-(a2) -0.004 -0.003

給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料控除 (b11)=(a11)-(a2) -0.010 -0.007

給与所得控除・公的年金等控除・社会保険料控除の収入逓増部分 (b12)=(a12)-(a2) -0.009 -0.007

サンプルA サンプルB
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補足表 A1 所得分布：補正前 

(a) 2014 年と 2015 年 

 
 

サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

0万円以下 571,334 502,599 489,889 479,616 535,710 473,562 464,557 454,444

0万円超 100万円以下 2,335,732 2,319,463 2,336,311 2,263,324 2,289,123 2,272,964 2,282,184 2,215,564

100万円超 200万円以下 3,569,065 3,514,734 3,517,043 3,461,753 3,539,938 3,488,312 3,489,134 3,436,796

200万円超 300万円以下 4,373,047 4,257,838 4,314,677 4,199,309 4,386,857 4,281,419 4,328,345 4,222,745

300万円超 400万円以下 3,057,885 2,874,690 3,034,857 2,851,595 3,076,969 2,920,750 3,052,684 2,896,388

400万円超 500万円以下 2,023,367 1,789,846 2,018,742 1,785,163 2,029,748 1,835,533 2,022,712 1,828,422

500万円超 600万円以下 1,386,052 1,157,660 1,388,999 1,160,564 1,389,110 1,195,367 1,389,657 1,195,859

600万円超 700万円以下 1,007,579 810,917 1,013,409 816,705 1,006,611 834,924 1,011,415 839,684

700万円超 800万円以下 788,848 607,848 795,716 614,679 791,652 627,358 797,228 632,888

800万円超 900万円以下 566,692 428,618 575,758 437,651 576,241 445,812 584,457 453,996

900万円超 1000万円以下 393,236 299,991 403,559 310,285 405,101 315,179 415,361 325,393

1000万円超 2000万円以下 1,198,946 1,007,067 1,276,094 1,083,983 1,255,230 1,059,810 1,333,951 1,138,308

2000万円超 3000万円以下 240,990 240,915 293,848 293,723 253,296 253,233 304,975 304,856

3000万円超 4000万円以下 71,828 71,817 92,182 92,158 75,903 75,890 96,579 96,553

4000万円超 5000万円以下 31,476 31,474 40,831 40,824 32,784 32,783 43,502 43,487

5000万円超 1億円以下 38,966 38,966 54,433 54,422 40,065 40,063 57,578 57,562

1億円超 5億円以下 9,515 9,515 17,405 17,400 10,087 10,086 19,065 19,061

5億円超 10億円以下 257 257 748 748 257 257 890 890

10億円超 20億円以下 85 85 280 280 94 94 345 344

20億円超 20 20 139 138 20 20 177 176

21,664,920 19,964,320 21,664,920 19,964,320 21,694,796 20,163,416 21,694,796 20,163,416合計

区分

2014年 2015年

合計所得１ 合計所得２ 合計所得１ 合計所得２
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補足表 A1 所得分布表 

(b) 2016 年と 2017 年 

 
 

サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

0万円以下 533,565 471,508 500,538 490,005 541,832 477,188 457,111 445,699

0万円超 100万円以下 2,252,372 2,233,553 2,255,648 2,186,709 2,255,970 2,236,685 2,247,619 2,176,673

100万円超 200万円以下 3,498,360 3,440,628 3,453,695 3,395,322 3,476,602 3,413,878 3,422,078 3,358,642

200万円超 300万円以下 4,403,649 4,281,881 4,348,571 4,226,678 4,411,905 4,277,912 4,349,227 4,215,100

300万円超 400万円以下 3,115,761 2,925,626 3,089,279 2,899,064 3,142,678 2,935,427 3,118,779 2,911,444

400万円超 500万円以下 2,100,046 1,855,819 2,088,254 1,843,969 2,137,872 1,873,376 2,132,708 1,868,152

500万円超 600万円以下 1,443,298 1,200,455 1,438,909 1,196,022 1,488,658 1,226,098 1,490,147 1,227,520

600万円超 700万円以下 1,050,054 840,547 1,050,191 840,650 1,092,986 866,752 1,098,268 871,993

700万円超 800万円以下 825,443 630,691 826,702 631,923 856,637 647,409 862,954 653,694

800万円超 900万円以下 609,848 453,644 613,816 457,583 631,385 464,825 640,460 473,869

900万円超 1000万円以下 430,761 321,612 437,146 327,963 446,807 330,765 457,606 341,529

1000万円超 2000万円以下 1,319,794 1,083,700 1,379,828 1,143,486 1,382,320 1,123,110 1,467,225 1,207,748

2000万円超 3000万円以下 260,344 260,277 304,345 304,226 271,687 271,628 323,896 323,784

3000万円超 4000万円以下 77,991 77,984 96,461 96,438 81,070 81,064 103,798 103,770

4000万円超 5000万円以下 33,522 33,520 43,571 43,567 35,109 35,104 47,133 47,117

5000万円超 1億円以下 40,862 40,858 57,864 57,847 42,244 42,242 63,119 63,103

1億円超 5億円以下 10,174 10,174 19,864 19,863 10,790 10,788 23,080 23,071

5億円超 10億円以下 278 278 1,002 1,002 324 324 1,173 1,172

10億円超 20億円以下 93 93 346 346 96 96 401 401

20億円超 30 30 215 215 31 31 221 221

22,006,245 20,162,878 22,006,245 20,162,878 22,307,003 20,314,702 22,307,003 20,314,702合計

区分

2016年 2017年

合計所得１ 合計所得２ 合計所得１ 合計所得２
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補足表 A1 所得分布表 

(c) 2018 年と 2019 年 

 

サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

0万円以下 559,167 486,858 491,464 479,835 611,211 521,072 520,226 508,110

0万円超 100万円以下 2,244,621 2,224,164 2,247,770 2,168,155 2,393,998 2,373,610 2,416,999 2,320,179

100万円超 200万円以下 3,460,082 3,397,364 3,410,336 3,346,893 3,455,643 3,398,220 3,407,531 3,349,231

200万円超 300万円以下 4,421,226 4,287,848 4,362,754 4,229,257 4,364,131 4,239,674 4,308,335 4,183,808

300万円超 400万円以下 3,145,699 2,936,541 3,122,303 2,913,066 3,117,328 2,921,780 3,095,685 2,900,096

400万円超 500万円以下 2,156,504 1,883,998 2,148,601 1,876,022 2,150,119 1,893,408 2,143,225 1,886,490

500万円超 600万円以下 1,510,123 1,238,904 1,508,424 1,237,157 1,512,868 1,257,303 1,511,513 1,255,943

600万円超 700万円以下 1,113,103 879,834 1,115,170 881,863 1,112,051 888,645 1,114,079 890,668

700万円超 800万円以下 871,491 654,233 874,740 657,441 868,544 658,204 871,597 661,261

800万円超 900万円以下 644,975 470,731 650,788 476,517 645,786 474,428 651,675 480,311

900万円超 1000万円以下 458,108 336,113 466,829 344,803 461,556 340,071 469,976 348,478

1000万円超 2000万円以下 1,431,188 1,148,754 1,503,413 1,220,733 1,447,088 1,162,393 1,518,072 1,233,061

2000万円超 3000万円以下 282,208 282,153 329,854 329,744 288,425 288,308 334,648 334,410

3000万円超 4000万円以下 83,444 83,437 104,629 104,605 85,624 85,608 106,503 106,437

4000万円超 5000万円以下 36,054 36,053 47,669 47,660 36,695 36,693 47,990 47,971

5000万円超 1億円以下 43,717 43,714 63,858 63,842 44,182 44,177 64,263 64,224

1億円超 5億円以下 11,341 11,340 23,090 23,087 11,520 11,519 22,962 22,947

5億円超 10億円以下 349 349 1,174 1,174 355 355 1,255 1,254

10億円超 20億円以下 108 108 425 425 96 96 457 457

20億円超 50 50 267 267 31 30 260 258

22,473,558 20,402,546 22,473,558 20,402,546 22,607,251 20,595,594 22,607,251 20,595,594合計

区分

2018年 2019年

合計所得１ 合計所得２ 合計所得１ 合計所得２
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補足表 A2 累積相対度数：補正前と補正後 

(a) 2014 年と 2015 年 

 

 

サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

0万円以下 1.18% 1.20% 1.08% 1.21% 1.05% 1.06% 0.98% 1.08%

0万円超 100万円以下 7.11% 7.90% 7.00% 7.78% 6.60% 7.26% 6.50% 7.15%

100万円超 200万円以下 19.24% 21.39% 18.94% 21.05% 18.02% 19.84% 17.76% 19.55%

200万円超 300万円以下 35.57% 39.05% 35.06% 38.47% 33.63% 36.62% 33.19% 36.12%

300万円超 400万円以下 52.83% 56.45% 52.11% 55.63% 50.11% 53.37% 49.47% 52.65%

400万円超 500万円以下 67.28% 70.02% 66.40% 69.01% 65.13% 67.65% 64.29% 66.71%

500万円超 600万円以下 77.58% 79.38% 76.61% 78.29% 76.21% 77.88% 75.26% 76.80%

600万円超 700万円以下 84.58% 85.73% 83.59% 84.60% 84.04% 85.02% 83.03% 83.89%

700万円超 800万円以下 89.15% 89.81% 88.18% 88.71% 88.65% 89.26% 87.67% 88.15%

800万円超 900万円以下 92.30% 92.54% 91.37% 91.48% 91.80% 92.05% 90.85% 90.98%

900万円超 1000万円以下 94.44% 94.40% 93.55% 93.39% 93.95% 93.94% 93.04% 92.92%

1000万円超 2000万円以下 99.02% 98.89% 98.53% 98.32% 98.95% 98.82% 98.44% 98.24%

2000万円超 3000万円以下 99.61% 99.56% 99.39% 99.30% 99.60% 99.55% 99.36% 99.28%

3000万円超 4000万円以下 99.80% 99.77% 99.67% 99.62% 99.79% 99.77% 99.65% 99.60%

4000万円超 5000万円以下 99.88% 99.86% 99.79% 99.75% 99.87% 99.86% 99.77% 99.74%

5000万円超 1億円以下 99.98% 99.97% 99.94% 99.94% 99.98% 99.97% 99.94% 99.93%

1億円超 5億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

5億円超 10億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

10億円超 20億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

20億円超 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

区分

2014年 2015年

合計所得１ 合計所得２ 合計所得１ 合計所得２
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補足表 A2 累積相対度数：補正前と補正後 

(b) 2016 年と 2017 年 

 

 

サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

0万円以下 1.07% 1.09% 1.11% 1.25% 1.06% 1.09% 0.95% 1.07%

0万円超 100万円以下 6.66% 7.44% 6.71% 7.50% 6.53% 7.36% 6.39% 7.19%

100万円超 200万円以下 18.18% 20.31% 18.09% 20.20% 17.70% 19.90% 17.38% 19.53%

200万円超 300万円以下 34.28% 37.79% 34.02% 37.50% 33.60% 37.22% 33.07% 36.61%

300万円超 400万円以下 51.52% 55.25% 51.09% 54.75% 50.86% 54.71% 50.12% 53.85%

400万円超 500万円以下 66.24% 69.16% 65.64% 68.47% 65.68% 68.66% 64.77% 67.61%

500万円超 600万円以下 76.74% 78.72% 76.04% 77.92% 76.33% 78.35% 75.33% 77.20%

600万円超 700万円以下 83.87% 85.19% 83.12% 84.33% 83.62% 84.97% 82.59% 83.78%

700万円超 800万円以下 88.53% 89.36% 87.77% 88.49% 88.35% 89.18% 87.34% 88.01%

800万円超 900万円以下 91.83% 92.19% 91.08% 91.33% 91.68% 92.04% 90.70% 90.91%

900万円超 1000万円以下 94.11% 94.13% 93.38% 93.29% 93.99% 94.01% 93.06% 92.93%

1000万円超 2000万円以下 98.99% 98.84% 98.54% 98.33% 98.97% 98.81% 98.46% 98.22%

2000万円超 3000万円以下 99.60% 99.54% 99.38% 99.28% 99.60% 99.54% 99.33% 99.23%

3000万円超 4000万円以下 99.79% 99.76% 99.65% 99.60% 99.79% 99.76% 99.62% 99.56%

4000万円超 5000万円以下 99.87% 99.86% 99.77% 99.74% 99.87% 99.85% 99.75% 99.71%

5000万円超 1億円以下 99.98% 99.97% 99.94% 99.93% 99.97% 99.97% 99.93% 99.91%

1億円超 5億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 99.99% 100.00% 100.00% 99.99% 99.99%

5億円超 10億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

10億円超 20億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

20億円超 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

区分

2016年 2017年

合計所得１ 合計所得２ 合計所得１ 合計所得２
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補足表 A2 累積相対度数：補正前と補正後 

(c) 2018 年と 2019 年 

 

 

サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB サンプルA サンプルB

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

0万円以下 1.07% 1.10% 1.02% 1.16% 1.13% 1.14% 1.03% 1.17%

0万円超 100万円以下 6.39% 7.22% 6.33% 7.15% 6.55% 7.36% 6.47% 7.27%

100万円超 200万円以下 17.25% 19.48% 17.04% 19.24% 17.04% 19.21% 16.82% 18.96%

200万円超 300万円以下 32.83% 36.57% 32.45% 36.13% 32.04% 35.67% 31.65% 35.22%

300万円超 400万円以下 49.82% 53.87% 49.25% 53.21% 48.38% 52.41% 47.82% 51.76%

400万円超 500万円以下 64.54% 67.77% 63.81% 66.92% 62.61% 66.00% 61.91% 65.19%

500万円超 600万円以下 75.15% 77.45% 74.34% 76.50% 74.08% 76.40% 73.27% 75.46%

600万円超 700万円以下 83.42% 84.77% 82.52% 83.73% 82.23% 83.74% 81.36% 82.73%

700万円超 800万円以下 88.23% 89.08% 87.35% 88.06% 87.82% 88.61% 86.93% 87.59%

800万円超 900万円以下 91.60% 91.97% 90.74% 90.97% 91.21% 91.57% 90.35% 90.58%

900万円超 1000万円以下 93.93% 93.96% 93.10% 93.00% 93.53% 93.57% 92.71% 92.62%

1000万円超 2000万円以下 98.97% 98.80% 98.49% 98.24% 98.91% 98.74% 98.44% 98.19%

2000万円超 3000万円以下 99.60% 99.53% 99.35% 99.24% 99.60% 99.53% 99.34% 99.24%

3000万円超 4000万円以下 99.79% 99.75% 99.63% 99.57% 99.79% 99.76% 99.63% 99.57%

4000万円超 5000万円以下 99.87% 99.85% 99.75% 99.71% 99.87% 99.85% 99.75% 99.71%

5000万円超 1億円以下 99.97% 99.97% 99.93% 99.92% 99.97% 99.97% 99.93% 99.92%

1億円超 5億円以下 100.00% 100.00% 99.99% 99.99% 100.00% 100.00% 99.99% 99.99%

5億円超 10億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

10億円超 20億円以下 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

20億円超 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

区分

2018年 2019年

合計所得１ 合計所得２ 合計所得１ 合計所得２
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補足表 A3 税負担率 

 
（注）所得階層別や対所得比は合計所得１を、またサンプル A を使用している。 

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

0万円超 100万円以下 0.08% 0.08% 0.08% 0.08% 0.09% 0.99% 0.06%

100万円超 200万円以下 0.44% 0.44% 0.45% 0.44% 0.43% 0.44% 0.41%

200万円超 300万円以下 0.82% 0.83% 0.85% 0.84% 0.83% 0.83% 0.84%

300万円超 400万円以下 1.15% 1.17% 1.18% 1.18% 1.17% 1.18% 1.19%

400万円超 500万円以下 1.44% 1.46% 1.47% 1.46% 1.45% 1.45% 1.46%

500万円超 600万円以下 1.88% 1.90% 1.89% 1.88% 1.86% 1.84% 1.87%

600万円超 700万円以下 2.52% 2.50% 2.50% 2.48% 2.40% 2.39% 2.44%

700万円超 800万円以下 3.51% 3.50% 3.45% 3.41% 3.35% 3.28% 3.35%

800万円超 900万円以下 4.71% 4.68% 4.60% 4.56% 4.49% 4.47% 4.54%

900万円超 1000万円以下 5.93% 5.89% 5.78% 5.73% 5.66% 5.64% 5.79%

1000万円超 2000万円以下 9.74% 9.93% 9.60% 9.62% 9.68% 9.99% 9.92%

2000万円超 3000万円以下 19.85% 19.54% 19.73% 19.74% 19.80% 19.66% 20.11%

3000万円超 4000万円以下 25.81% 25.58% 25.62% 25.60% 25.58% 25.52% 26.27%

4000万円超 5000万円以下 29.02% 28.95% 28.88% 28.87% 28.85% 28.85% 29.37%

5000万円超 1億円以下 32.11% 33.50% 33.47% 33.34% 33.22% 33.20% 33.58%

1億円超 5億円以下 35.62% 38.85% 38.94% 38.77% 38.74% 38.65% 38.79%

5億円超 10億円以下 36.58% 41.35% 40.27% 41.79% 40.50% 40.47% 40.69%

10億円超 20億円以下 36.44% 40.55% 42.45% 40.60% 42.21% 42.57% 39.81%

20億円超 36.25% 41.39% 37.38% 37.58% 35.07% 31.17% 40.08%

2.10% 2.20% 2.16% 2.18% 2.19% 2.31% 2.19%

区分

合計
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補足表 A4 控除比率 

 

（注）所得階層別や対所得比は合計所得１を、またサンプル A を使用している。 

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

0万円超 100万円以下 97.34% 97.27% 97.20% 97.19% 97.18% 96.85% 97.94%

100万円超 200万円以下 89.59% 89.48% 89.35% 89.44% 89.58% 89.32% 89.73%

200万円超 300万円以下 81.58% 81.47% 81.20% 81.22% 81.49% 81.36% 80.95%

300万円超 400万円以下 73.29% 73.23% 72.96% 72.86% 73.06% 72.91% 72.27%

400万円超 500万円以下 65.95% 65.98% 65.89% 65.76% 65.97% 65.87% 65.37%

500万円超 600万円以下 60.43% 60.56% 60.44% 60.34% 60.57% 60.52% 60.16%

600万円超 700万円以下 56.45% 56.69% 56.48% 56.46% 56.79% 56.79% 56.38%

700万円超 800万円以下 52.55% 52.63% 52.68% 52.63% 52.83% 53.15% 52.68%

800万円超 900万円以下 48.78% 48.90% 49.24% 49.17% 49.37% 49.40% 48.90%

900万円超 1000万円以下 45.17% 45.29% 45.81% 45.80% 46.01% 46.04% 45.09%

1000万円超 2000万円以下 35.32% 35.13% 35.90% 35.70% 35.38% 35.00% 34.30%

2000万円超 3000万円以下 19.84% 20.49% 20.27% 20.21% 19.97% 20.37% 19.20%

3000万円超 4000万円以下 13.81% 14.17% 14.35% 14.42% 14.39% 14.57% 12.83%

4000万円超 5000万円以下 10.65% 11.03% 11.23% 11.39% 11.42% 11.56% 10.31%

5000万円超 1億円以下 7.55% 7.94% 8.20% 8.37% 8.50% 8.56% 7.76%

1億円超 5億円以下 3.69% 4.08% 4.36% 4.59% 4.69% 4.71% 4.31%

5億円超 10億円以下 1.63% 1.99% 2.32% 1.96% 2.22% 2.01% 2.24%

10億円超 20億円以下 0.80% 2.58% 2.05% 1.20% 1.05% 1.85% 2.07%

20億円超 6.95% 2.56% 8.77% 6.52% 14.08% 18.52% 6.02%

69.82% 69.06% 69.24% 68.95% 68.81% 68.23% 68.11%

区分

合計
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補足表 A5 控除の負担軽減効果（軽減割合） 

 
（注）所得階層別や対所得比は合計所得１を、またサンプル A を使用している。 

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

0万円超 100万円以下 8.20% 7.84% 7.36% 6.89% 8.24% 9.38% 6.61%

100万円超 200万円以下 4.54% 4.53% 4.52% 4.52% 4.53% 4.52% 4.52%

200万円超 300万円以下 5.23% 5.22% 5.21% 5.21% 5.23% 5.22% 5.21%

300万円超 400万円以下 6.70% 6.68% 6.68% 6.68% 6.69% 6.68% 6.66%

400万円超 500万円以下 9.04% 9.03% 9.02% 9.01% 9.03% 9.03% 9.01%

500万円超 600万円以下 10.38% 10.38% 10.38% 10.38% 10.41% 10.44% 10.39%

600万円超 700万円以下 10.97% 11.00% 10.99% 11.01% 11.11% 11.11% 11.04%

700万円超 800万円以下 11.04% 11.05% 11.12% 11.14% 11.20% 11.31% 11.22%

800万円超 900万円以下 10.84% 10.87% 10.98% 11.01% 11.08% 11.09% 11.01%

900万円超 1000万円以下 10.87% 10.90% 11.05% 11.08% 11.15% 11.17% 10.99%

1000万円超 2000万円以下 10.80% 10.83% 10.99% 10.97% 10.91% 10.89% 10.65%

2000万円超 3000万円以下 8.08% 8.33% 8.30% 8.30% 8.24% 8.36% 7.92%

3000万円超 4000万円以下 5.83% 6.00% 6.09% 6.14% 6.16% 6.20% 5.47%

4000万円超 5000万円以下 4.55% 5.08% 5.21% 5.27% 5.29% 5.34% 4.79%

5000万円超 1億円以下 3.36% 3.96% 4.12% 4.21% 4.31% 4.31% 3.88%

1億円超 5億円以下 2.22% 2.69% 2.75% 2.87% 2.98% 2.95% 2.82%

5億円超 10億円以下 2.66% 3.06% 3.87% 3.14% 3.19% 3.47% 3.68%

10億円超 20億円以下 3.20% 4.00% 2.74% 2.41% 2.91% 2.51% 3.51%

20億円超 4.47% 4.38% 7.10% 5.88% 10.38% 11.53% 5.22%

7.92% 8.02% 7.95% 7.96% 8.11% 8.27% 8.03%

区分

合計
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補足表 A6 所得格差と再分配効果 

(a) 合計所得 1 の場合 

 
 

(b) 合計所得２の場合 

 
（注）サンプル A を使用している。 

 

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

ジニ係数

課税前所得 0.382 0.380 0.380 0.379 0.377 0.379 0.365

課税後所得（現行制度） 0.360 0.357 0.357 0.355 0.353 0.355 0.342

課税後所得（全ての控除なし） 0.348 0.345 0.344 0.343 0.341 0.343 0.330

再分配効果

税制全体 0.022 0.023 0.023 0.024 0.024 0.024 0.023

税率等 0.034 0.035 0.036 0.036 0.036 0.036 0.035

控除 -0.012 -0.012 -0.013 -0.012 -0.012 -0.012 -0.012

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

ジニ係数

課税前所得 0.409 0.410 0.409 0.412 0.408 0.410 0.396

課税後所得（現行制度） 0.386 0.385 0.385 0.388 0.383 0.385 0.372

課税後所得（全ての控除なし） 0.378 0.377 0.377 0.380 0.375 0.377 0.365

再分配効果

税制全体 0.023 0.025 0.024 0.024 0.025 0.025 0.024

税率等 0.031 0.033 0.032 0.032 0.033 0.033 0.031

控除 -0.008 -0.008 -0.008 -0.008 -0.008 -0.008 -0.007
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